
別紙
Ⅰ．事業評価総括表（令和６年度）

（単位：円）

（備考）事業が二つ以上の場合は必要に応じ欄を設けること。

交付金事業に
要した経費

305,308,928 263,000,0001
地域活性化措

置
福祉医療費助成事業 島根県

番号 備　考交付金充当額措置名 交付金事業の名称
交付金事業者名又は間接交付金

事業者名



Ⅱ．事業評価個表（令和６年度）

交付金事業の概要

措置名 交付金事業の名称
地域活性化措置 福祉医療費助成事業

・重度心身障がい児・者及びひとり親家庭においては、医療費が経済的に負担となる場合が多いことから当該事業において対象者に医
療費を助成することで、対象者の健康維持と生活の安定を図ります。
・県としては、その支援体制を整えることが役割であり、経済的負担を軽減するため、市町村と連携して医療費助成制度を設けるとと
もに、安定的に制度運用が行われるよう助成のための財源を一部負担します。
・また、当該事業は、国の自立支援医療制度と同様に、身体障がい者等を対象として日常生活能力、社会生活能力、または職業能力を
回復または向上、もしくは獲得させることを目的のひとつとしており、事業実施により障害者実雇用率上昇への寄与が期待されます。

番号
1

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 島根県
交付金事業実施場所 県内全域

［実施主体］　県内全市町村（19市町村） ［間接交付事業費内訳］　

［補 助 率］　１／２

［助成内容］

松 江 市 198,237,000 88,645,299

浜 田 市 56,741,000 25,540,088

出 雲 市 198,558,000 80,852,649

益 田 市 52,045,000 17,451,415

大 田 市 46,700,000 19,600,856

安 来 市 29,969,000 13,911,580

江 津 市 25,071,000 11,347,941

雲 南 市 35,615,000 17,154,308

奥 出 雲 町 12,717,000 5,686,705

飯 南 町 5,771,000 2,465,108

川 本 町 6,005,000 2,132,969

※１医療機関あたり 美 郷 町 6,070,000 2,072,524

邑 南 町 11,947,000 4,929,089

津 和 野 町 7,280,000 3,458,429

吉 賀 町 7,316,000 2,999,304

海 士 町 2,010,000 742,269

西 ノ 島 町 2,052,000 586,141

知 夫 村 180,000 60,131

［助成方法］　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　隠 岐 の 島 町 13,825,000 5,672,123

計 718,109,000 305,308,928

［交付金対象部分及び事業費］ (現物給付・償還払)7～11月精算分 円

原則現物給付（対象者は、医療機関の窓口で自己負担分のみ支払えばよい。）とし、場合によって
は償還方式による。

305,308,928

ひとり親
家庭

1,000

重複重度
障害者

身障手帳3、4級でIQ50以下また精
神2級
精神2級でIQ50以下

211

18歳未満又は20歳未満の高校３学
年終了までの児童等を養育する配

偶者のない者及び当該児童

所得税
非課税世帯 6,752

重度精神
障害者

精神手帳1級 987

総医療費
の１割

20,000

寝たきり
者 2,000

6,000

重度身体
障害者

身障手帳1、2級 4,594 低所得者 2,000 1,000

重度知的
障害者

療育手帳Ａ（IQ35
以下）

20歳以上の
本人につい
ては、特別
障害者手当
の所得制限
を準用

1,843

7,501

下記以外

65歳以上で3ヶ月
以上臥床 5

20歳未満の
障害児・者

対象者 所得制限

対象者（人）

対象者
一部負担額
（月額）

限度額（円）

後期高齢者
医療対象者

以外

後期高齢者
医療対象者

入院 入院外

市町村名 通年分 交付金対象事業費
（左記の5か月分）

社会保険各法（国民健康保険法等）又は社会保険各法以外の法令（障害者総合支援法等）の医療を
受けた場合に発生する自己負担額から表の一部負担額（限度額あり）を控除した額を助成する。



交付金事業に関係する都道府県又
は市町村の主要政策・施策とその
目標

島根創生計画　（2020～2024年度）
３ 人材の確保・育成
（１）多様な就業の支援
若者、女性、高齢者、障がい者などへの魅力ある情報発信や就業機会の提供などにより、それぞれの能力や経験などを活かせる県内就
業を促進します。
【現状と課題】
　生産年齢人口が減少傾向にある中、有効求人倍率は全国平均を上回る水準で推移しており、県内企業等では人材を確保することが経
営上の重要な課題となっています。
　県内企業等が求める人材の確保には、若者をはじめとする県内外の幅広い人材に県内就職を選択してもらうことが必要です。
　そのためには、働きやすく、習得した知識・技術を活かし、さらにその能力を高めていける、魅力ある職場が島根にあることを理解
してもらうことが重要です。
　こうしたことから、高校生や県内外に進学した学生をはじめとする若者に、島根で働く魅力や意義について考え、県内企業等への就
職意識を高めてもらうための情報や機会をきめ細かに提供していくことが大切です。
　また、女性、高齢者、障がい者など多様な人材が個々の能力を発揮できるよう、一人ひとりの事情に応じた多様で柔軟な働き方が選
択できる職場を増やし、本人の希望に応じた就労を促進していくことが必要です。
　さらに、大都市圏をはじめとする県外から即戦力となる人材を確保することにも目を向けることが必要です。
【取組の方向】
①　若者の県内就職の促進
　高校生や県内外に進学した学生に、県内企業等やそこで働く人に触れる機会などをふるさと島根定住財団等と連携して提供し、島根
で働く魅力を伝え、県内就職を促進します。
②　多様な人材の活躍促進
　女性、高齢者、障がい者などが、それぞれの個性や多様性を尊重され経験や能力を活かし、県内企業等で活躍できるようきめ細かな
支援を行います。
　外国人を雇用する事業者等に対して、適正な雇用を推進するための取組を支援します。



263,000,000

263,000,000

19

成果実績

目標値

毎年度のＰＤＣＡサイクルによる事業改善を図るため、事業実施翌年度早期に評価を実施。

19
団体数

交付金事業の担当課室
交付金事業の評価課室

健康福祉部障がい福祉課
健康福祉部障がい福祉課

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額
福祉医療費助成事業の助成 補助 県内各市町村 305,308,928

234,000,000

評価に係る第三者機関等の活用の有無

単位

交付金事業の成果目標及び成果実
績

評価年度の設定理由

19

交付金事業の契約の概要

交付金事業の総事業費等

令和６年度 事業終了（予定）年度 令和６年度事業開始年度

成果目標 成果指標

令和６年度令和５年度

事業期間の設定理由

達成度

％

％

％

19 19

令和４年度 令和５年度

うち経済産業省分 234,000,000

活動指標

234,000,000

100 100 100

福祉医療費助成制度を実施している
市町村数

19

令和４年度単位

活動実績
活動見込

障害者
実雇用率の
全国平均
を上回る

交付金事業の活動指標及び活動実
績

　市町村と連携し、受診が必要な際に医療機関を利用でき、またその際の負担を軽減する医療費助成制度を継続しています。
　制度利用により、身体障がい者等を対象として日常生活能力、社会生活能力及び職業能力の回復・向上等に継続的に寄与しており、
令和６年度も障害者実雇用率2.00以上の水準を維持できました（R6：島根県2.89、全国平均2.41）。
　今後も継続して利用されるよう制度周知を図るとともに、より対象者にとって利用しやすい制度の構築を目指します。

無

交付金事業の定性的な成果及び評価等

障がい者で
ある労働者数
————————————

労働者数

総事業費
交付金充当額

うち文部科学省分

令和６年度 備　考
達成度

303,720,365
234,000,000

団体数
％

303,265,585 305,308,928

2.89

2.50

115.6

評価年度 令和７年度



別紙

Ⅰ．事業評価総括表（令和6年度）
（単位：円）

措置名
交付金事業に
要した経費

地域活性化措置 163,714,158

（備考） 事業が二つ以上の場合は必要に応じ欄を設けること。

交付金充当額 備　考
交付金事業者名又は
間接交付金事業者名

番号 交付金事業の名称

128,000,000島根県1 乳幼児等医療費助成事業



Ⅱ．事業評価個表（令和6年度）
（単位：円）

番号
1

措置名
地域活性化措置

交付金事業の名称

交付金事業実施場所 県内全市町村（１９市町村）

交付金事業の概要

・乳幼児等の医療費を助成することにより、乳幼児等の疾病の早期発見をするとともに、子育てに伴う保護者の経済的負担の軽減を図
り、乳幼児等の健全な育成、早期治療を促進及び安心して子どもを産み育てることができる環境づくりを推進します。
・県としては、その支援体制を整えることが役割であり、経済的負担を軽減するため、市町村と連携して医療費助成制度を設けるととも
に、安定的に制度運用が行われるよう助成のための財源を一部負担します。
・また、医療費の高額化に伴い、子どもにかかる医療費は生活費を圧迫する傾向にあり、「子どもを産み育てない選択」をする一因とも
なっています。当該事業を通じて、現在の子育て世帯、あるいは今後子どもを産み育てたいと考えている県民の子ども医療にかかる経済
的負担感が軽減され、合計特殊出生率上昇への寄与が期待されます。

乳幼児等医療費助成事業
島根県交付金事業者名又は間接交付金事業者名

［実施主体］　県内全市町村（19市町村） ［間接交付事業費内訳］　

［補 助 率］　１／２　 　　市町村交付実績額による

［助成内容］

松 江 市 112,601,433 56,300,716

浜 田 市 20,800,264 10,400,132

出 雲 市 103,591,775 51,795,887

益 田 市 22,114,437 11,057,218

大 田 市 14,741,233 7,370,616

安 来 市 14,527,105 7,263,552

江 津 市 7,797,433 3,898,716

雲 南 市 10,754,352 5,377,176

奥 出 雲 町 3,145,192 1,572,596

飯 南 町 1,463,260 731,630

川 本 町 891,687 445,843

美 郷 町 1,602,576 801,288

邑 南 町 3,282,933 1,641,466

津 和 野 町 1,802,526 901,263

［助成方法］　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　吉 賀 町 1,754,376 877,188

海 士 町 266,245 133,122

西 ノ 島 町 433,683 216,841

［交付金対象部分及び事業費］ 7～11月精算分（現物給付） 知 夫 村 131,350 65,675

7～11月精算分（償還払い等）　 隠 岐 の 島 町 5,726,466 2,863,233

計 327,428,326 163,714,158

市町村名 通年分① 交付金対象事業費

社会保険各法（健康保険法等）又は社会保険各法以外の法令（児童福祉法等）の医療を受けた場
合に発生する自己負担額から表の本人負担額を控除した額を助成する。

事業内容

対象
本人負担額

（１医療機関あたり月額上限）
所得制限

０～就学前児

入院

原則総医療費の１割

2,000

通院 1,000
な　し

就学後20歳未満の者で慢性
呼吸器疾患等16疾患群にか
かった者

入院 15,000

原則現物給付（対象者は、医療機関の窓口で本人負担分のみ支払えばよい。）とし、場合によっ
ては償還方式による。

163,714,158



成果指標 単位

成果実績 ％

目標値 ％

達成度 ％

単位 令和４年度
活動実績 団体数 19
活動見込 団体数 19
達成度 ％ 100

うち文部科学省分
うち経済産業省分

事業期間の設定理由

交付金事業に関係する都道府県
又は市町村の主要政策・施策と
その目標

島根創生計画　（令和２年度から令和６年度）
　政策Ⅱ「結婚・出産・子育ての希望をかなえる」
　　　１．結婚・出産・子育てへの支援
　　　○子育て世帯などの経済的負担を軽減するため、子どもの医療費への助成を拡充します。

令和７年度

島根創生計画に定める合計特
殊出生率の目標値を上回る

1.86

成果目標 評価年度

1.43

1.86

76.9%

合計特殊出生率

交付金事業の定性的な成果及び評価等

　市町村と連携し、受診が必要な際に医療機関を利用でき、またその際の負担を軽減する医療費助成制度を継続しています。
令和6年度の合計特殊出生率は1.43（全国３位）となり、目標値には及ばなかったものの、前年度に引き続き全国平均（1.15）を上回るこ
とが出来ました。今後も、乳幼児等への医療費助成を続けていくことにより、合計特殊出生率が全国平均を上回り、可能な限り高水準が
維持されるよう努めていきます。

評価に係る第三者機関等の活用の有無
無

交付金事業の活動指標及び活動
実績

活動指標 令和５年度

交付金事業の成果目標及び成果
実績

評価年度の設定理由
毎年度のPDCAサイクルによる事業改善を図るため、事業実施翌年度早期に評価を実施。

19 19
100 100

令和６年度

医療費助成制度を実施してい
る市町村数

19 19

交付金事業の総事業費等 令和４年度 令和６年度 備考令和５年度
188,335,455

115,000,000 128,000,000115,000,000

交付金事業の契約の概要

交付金充当額

事業終了（予定）年度 令和６年度令和６年度事業開始年度

115,000,000

総事業費 160,874,018 163,714,158

115,000,000 128,000,000

交付金事業の評価課室 島根県健康福祉部健康推進課

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額
乳幼児医療費助成事業の補助 補助 県内各市町村 163,714,158

交付金事業の担当課室 島根県健康福祉部健康推進課



別紙
Ⅰ．事業評価総括表（令和6年度）
（単位：円）

　（備考）事業が二つ以上の場合は必要に応じ欄を設けること。

交付金事業に要し
た経費

189,332,040 141,000,0001

公共用施設に係
る整備、維持補
修又は維持運営
等措置

島根県立島根県民会館管理運営事業 島根県

番号 備　考交付金充当額
交付金事業者名又は間接

交付金事業者名
交付金事業の名称措置名



Ⅱ．事業評価個表（令和6年度）

交付金事業実施場所 島根県松江市殿町

令和6年度 事業終了（予定）年度 令和6年度事業開始年度
事業期間の設定理由

交付金事業の概要

島根県民会館の指定管理料（文化事業の企画及び実施、有料施設の利用許可、利用料金の設定、収受、会
館の総合案内、利用促進、施設等の維持管理に関する業務）９ヶ月分。
指定管理者による管理運営により、県民の文化の向上と福祉の推進に寄与するために本交付金を活用しま
す。

交付金事業に関係する都道
府県又は市町村の主要政
策・施策とその目標

【主要政策・施策】
　島根創生計画（令和2年度から令和6年度）
　　　Ⅵ－2－(2)　文化芸術の振興
　　　目的　広く県民が文化・芸術を鑑賞し、参加し、創造しながら、生き生きと
　　　　　　心豊かに暮らせる地域をつくります。
【目標】
　大ホール・中ホールの利用者数　170千人以上

措置名 交付金事業の名称
公共用施設に係る整備、維持補修又は維持運
営等措置 島根県立島根県民会館管理運営事業

番号

1

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 島根県



うち経済産業省分

令和4年度単位
活動実績
活動見込

170,126,000 183,835,000 189,332,040

141,000,000

46

125,000,000

125,000,000

95.7 90.9
事業実施件数

39 44 40

88.6
44

交付金事業の活動指標及び
活動実績

総事業費

交付金事業の成果目標及び
成果実績

令和4年度 令和5年度 令和6年度

交付金充当額
うち文部科学省分

評価に係る第三者機関等の活用の有無

100.8%

単位

利用者数
17万人

入館者数
45万人

入館者数
成果実績 人

備　考

成果目標 成果指標

交付金事業の契約の概要

交付金事業の総事業費等

成果目標 成果指標

令和6年度令和5年度

達成度

人
人
%

令和7年度
成果実績
目標値

達成度

活動指標
件
件
%

453,382
目標値 人 450,000
達成度 %

評価年度 令和7年度

評価年度の設定理由
事業報告書の提出を毎事業年度終了後2ヶ月以内としているため。

　演劇、ポップス、ミュージカル、歌舞伎、伝統芸能、ダンスなど、多様なジャンルにわたる全14公演の
開催や、島根県ゆかりのアーティストや芸術団体の活動を支援する「シマネアーティストステージ」、
様々な障がい種別の方に参加いただく「ダンスワークショップ」といった育成事業の実施などにより、県
内の文化芸術振興に取り組みました。
　また、Instagramの運用を本格的にスタートするなど、各種ＳＮＳやウェブサイト、情報誌を活用して
文化情報の発信や会館のＰＲを積極的に行うことにより、参加者・来館者数の増加に取り組みました。
　今後も老朽化した施設設備の計画的な改修や館内のバリアフリー化など、来館者が安心・安全に利用い
ただける環境整備に取り組み、県民文化活動の拠点として鑑賞機会の提供、担い手の育成、県民参加によ
る特色ある地域文化の創造に努めてまいります。

無

交付金事業の定性的な成果及び評価等

単位

交付金事業の担当課室
交付金事業の評価課室

環境生活部文化国際課文化振興室
環境生活部文化国際課文化振興室

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額
指定管理 随意契約（公募） (公財)しまね文化振興財団(松江市) 189,332,040

141,000,000125,000,000

125,000,000

44

大ホール・中
ホールの利用
者数

243,587
170,000
143.3%

評価年度



別紙
Ⅰ．事業評価総括表（令和6年度）

（単位：円）

備　考交付金充当額
交付金事業者名又は間接交付金

事業者名
交付金事業の名称措置名

　（備考）事業が二つ以上の場合は必要に応じ欄を設けること。

交付金事業に要した経費

275,644,916 226,568,0001

公共用施設に
係る整備、維
持補修又は維
持運営等措置

島根県芸術文化センター
管理運営事業

島根県

番号



措置名 交付金事業の名称

公共用施設に係る整備、維持補修又は維
持運営等措置

島根県芸術文化センター管理運営事業

Ⅱ．事業評価個表（令和6年度）
番号

1

交付金事業者名又は間接交付金事業者名

交付金事業に関係する都道府県又
は市町村の主要政策・施策とその
目標

【主要政策・施策】
　島根創生計画（令和２年度から令和６年度）
　　施策　Ⅵ－２－(２) 文化芸術の振興
　　　目的　広く県民が文化芸術を鑑賞し、参加し、創造しながら、生き生きと
　　　　　　心豊かに暮らせる地域をつくります。
【目標】
　島根県芸術文化センター年間入館者数　３５万人（令和６年度）

交付金事業の概要
島根県芸術文化センターの円滑な管理運営を行い、多様で質の高い芸術文化の鑑賞機会の提供、次世代の育成等を行うため、本交付金
を活用して、施設の管理に関する業務、文化事業の企画及び実施に関する業務等を、指定管理者に委託します。その指定管理料9か月
分（7月～翌年3月）を支払います。

島根県
交付金事業実施場所 島根県益田市有明町

令和6年度 事業終了（予定）年度 令和6年度事業開始年度
事業期間の設定理由



交付金事業の活動指標及び活動実
績

総事業費

交付金事業の成果目標及び成果実
績

令和4年度 令和5年度 令和6年度

交付金充当額

入館者数

252,130

350,000

72.0%

評価年度

23

備　考

活動指標
件
件
%

令和4年度単位
活動実績
活動見込

評価年度の設定理由
事業報告書の提出を毎事業年度終了後2ヶ月以内としているため。

　新たな鑑賞者、活動者育成を図るため、質の高い文化芸術を提供するとともにセンターの賑わいの創出、地域の文化拠点としての役
割を果たすことを主な目的として取り組みました。
　鑑賞事業では大・小ホール合わせて８公演を開催し、質の高い公演を継続開催することで新たな来場者層創出を図っています。ま
た、グラントワならではの美術館と劇場との協働事業「ミューシア」では複合施設の特性を活かした２事業を展開し、魅力発信および
地域文化振興の発展、循環に努めました。
　今後も引き続き地域の文化芸術の拠点として鑑賞機会の提供、次世代育成、創造性の高い事業を自ら行うとともに、地域団体が行う
文化芸術活動のサポート役としての役割も果たせるよう努めます。

無

交付金事業の定性的な成果及び評価等

目標値
入館者数
３５万人

評価に係る第三者機関等の活用の有無

単位

交付金事業の評価課室
環境生活部文化国際課文化振興室
環境生活部文化国際課文化振興室

交付金事業の契約の概要

交付金事業の総事業費等

成果目標 成果指標

令和6年度令和5年度

達成度

人

人

%

令和7年度

成果実績

契約の目的

交付金事業の担当課室

契約の方法 契約の相手方 契約金額
指定管理 随意契約（公募） （公財）しまね文化振興財団(松江市) 275,644,916

226,568,000201,480,000
うち文部科学省分

201,480,000うち経済産業省分

264,635,000 272,601,000 275,644,916

226,568,000

33

219,280,000

219,280,000

112.1 96.4
事業実施件数

24 37 27

104.3達成度
28



別紙
Ⅰ．事業評価総括表（令和６年度）

（単位：円）

　（備考）事業が二つ以上の場合は必要に応じ欄を設けること。

備　考

1
給付金交
付助成措

置

原子力立地給付金交付事業
補助金

島根県 85,029,474 85,029,474

番号 措置名 交付金事業の名称
交付金事業者名又は
間接交付金事業者名

交付金事業に要
した経費

交付金充当額



Ⅱ．事業評価個表（令和６年度）
番号 措置名 交付金事業の名称

1 給付金交付助成措置 原子力立地給付金交付事業補助金

交付金事業に関係する
都道府県又は市町村の
主要政策・施策とその
目標

主要政策・施策：
島根創生計画（令和２年度～令和６年度）
　人口減少に打ち勝ち、笑顔で暮らせる島根をつくる
　　第３編．安全安心な県土づくり
　　　Ⅷ－１－（４）　原子力安全・防災対策の充実・強化

施策：島根原子力発電所の周辺地域住民の安全確保を最優先に、安全・防災対策に取り組
みます。

事業開始年度 令和６年度 事業終了（予定）年度 令和６年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 島根県
交付金事業実施場所 松江市鹿島町

交付金事業の概要
原子力発電施設等の設置及び運転の円滑化に係る地域の理解を促進するため、小売電気事
業者等から電気の供給を受けている一般家庭、工場等に対して給付金を交付。

事業期間の設定理由



交付金事業の成果目標
及び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和７年度
給付金交付によ
り実質的な電気
料金割引措置を
実施。

成果実績
目標値
達成度

評価年度の設定理由
事業実施翌年度に評価を実施するため

交付金事業の定性的な成果及び評価等

給付金交付による実質的な電気料金割引措置を実施しました。次年度についても原子力発
電所の立地に対する地域住民・地元企業の理解促進を図り、原子力・防災対策に関する県
民の意識の啓発、地域を守る自主的な取組み等につなげます。

評価に係る第三者機関等の活用の有無
無

89,439,360
達成度 % 94.2 90.2 92.8

令和６年度

給付金の交付額
活動実績 円 83,736,846 81,979,716 83,029,446
活動見込 円 88,913,442

交付金事業の総事業費
等

令和４年度 令和５年度 令和６年度 備　考

交付金事業の活動指標
及び活動実績

活動指標 単位 令和４年度 令和５年度

90,847,062

総事業費 85,573,394 83,819,694 85,029,474

うち経済産業省分 85,573,394 83,819,694 85,029,474

交付金事業の契約の概要

交付金充当額 85,573,394 83,819,694 85,029,474

うち文部科学省分

交付金事業の担当課室 島根県防災部原子力安全対策課

交付金事業の評価課室 島根県防災部原子力安全対策課（松江市政策部政策企画課）

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額
給付金の交付 補助 一般財団法人電源地域振興センター(東京都中央区) 85,029,474


	１＿20250530財中国第55号_島根県（福祉医療費助成事業）
	２＿20250609財中国第2号_島根県（乳幼児等医療費助成事業）
	３＿20250604財中国第12号_島根県（島根県芸術文化センター管理運営事業）
	４＿20250603財中国第9号_島根県（島根県立島根県民会館管理運営事業）
	５＿20250610財中国第5号_島根県（原子力立地給付金交付事業補助金）



